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新潟県

新潟県では、圏域ごとに障害者地域生活支援センターに事業委託し、同センターが中
心となって、精神科病院、市町村、保健所等関係機関との連携を図り、精神障害にも対
応した地域包括ケアシステムの構築推進に取り組んでいます。

精神障害にも対応した
地域包括ケアシステムの構築を目指して
～本人中心の支援のために医療・福祉・行政の相互理解と更なる協働～
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新潟県

１ 県又は政令市の基礎情報

基本情報（都道府県等情報）新潟県

【取組内容】

・５圏域（県央・佐渡圏域を除く）の障害者地域生活支援セ
ンターに事業委託

・重層的な連携による支援体制の整備

・人材育成

・普及啓発

・アウトリーチ支援事業

糸魚川

上越

妙高

柏崎

津南

湯沢

南魚沼市

十日町

小千谷

魚沼市

刈羽

長岡

粟島

佐渡

村上

関川
胎内

新発田

聖籠

新潟
阿賀野

阿賀

加茂

三条

見附出雲崎

五泉

弥彦
燕

田上

下越

佐渡

新潟

中越

上越

魚沼

県央

精神保健福祉センター

／

／市町村

か所／障害圏域数

か所

回／年2

か所／市町村数

167

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

の構築に向けた保健・医療・福祉関係者によ

る協議の場の設置状況（R１年10月時点）
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○ 入院中の精神障害者の地域移行・地域定
着の推進及び新たな長期入院者を生まないた
めの地域の体制整備を図る
・精神科病院に対する働きかけ
・関係機関との連携体制整備に向けた調整

・障害福祉サービス事業所等への協力要請、
資源開発に関する助言
・ピアサポート活動の推進
・一般相談支援事業所に対する支援

2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

新潟県

県自立支援協議会
（県障害福祉課）

県精神障害者地域移行支援部会
（県障害福祉課）

圏域連絡調整会議
（県自立支援協議会圏域部会）

圏域精神障害者地域移行支援部会
（保健所）

精神障害者地域移行支援事業
担当者連絡会議

（精神保健福祉センター）

人材育成チーム 障害者地域生活支援センター
事業委託

市町村の自立支援協議会（地域移行部会）
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新潟県

３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

時 期 内 容

H18～H22年度 ・ 精神科病院入院患者調査を実施

H19年度～ ・ 「新潟県障害者地域生活支援センター事業」として、圏域の中核的な相談支援
事業所に精神障害者地域移行・地域定着支援体制整備事業を委託
・ 退院促進部会を設置。現在は、精神障害者支援体制構築部会圏

H23年度～ ・ 新潟県精神障害者地域移行・地域定着支援事業実施要綱を策定し、保健所の
役割を明確化

H25年度～ ・ 圏域ごとに「精神科病院と地域機関の連絡会」を開始
・ 精神科救急情報センターを設置

H26年度～ ・ 精神医療相談窓口を設置

H27年度～ ・ 県地域移行支援部会の下部組織として、職能団体で構成され、地域移行支援
に携わる人材育成を行う人材育成チームを設置

R1年度～ ・ アウトリーチ支援事業を２医療機関に委託し実施
・ 措置入院者の退院後支援研修会を実施
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新潟県

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に資する取組の成果・効果

＜令和元年度までの成果・効果＞

課題解決の達成度を測る指標
目標値

（令和元年度当
初）

実績値
（令和元年度

末）

具体的な成果・効果

① 精神障害者地域移行・地域定着支援
事業の実施

- -

各圏域で、精神科病院、相談支援事業所、
障害福祉サービス事業所、市町村等の関係
機関が事例検討等を通じた連携、支援者研
修会、ピアサポート活動の推進を図る。

② 市町村単位の協議の場の設置数
市町村設置数

の増加
15か所

研修や会議等で、市町村単位の協議の場
を設置することの必要性等について呼びか
けを行うことにより、徐々に必要性を共有す
ることができてきている。



6

新潟県

５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題

【特徴（強み）】
５圏域の障害者地域生活支援センターに事業委託し、全県で精神障害者の地域移行・地域定着支援を行っている。

課題 課題解決に向けた取組方針 課題・方針に対する役割（取組）

医療、福祉、介護分野等の人
材育成

個別支援や事例検討、研修会を実施。
対象者は、医療、福祉分野だけではなく、
介護分野も含め、実施

行政 研修の企画の立案、実施

医療 研修の企画立案や実施への協力及び参加

福祉 研修の企画立案や実施への協力及び参加

その他関係機関・住民等 研修の企画立案や実施への協力及び参加

重層的な連携による支援体制
の整備

市町村ごとの協議の場の設置

行政 市町村への働きかけ

医療 連携、情報共有

福祉 連携、情報共有

その他関係機関・住民等 連携、情報共有

課題解決の達成度を測る指標 現状値
（今年度当初）

目標値
（令和２年度末）

見込んでいる成果・効果

①多職種を対象とした地域包括ケアシステムの構築に係
る研修の開催

１回 １回 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構
築」という方向性を共有することができる。

②市町村単位の協議の場の設置数 １5か所 増加 市町村ごとに協議の場を設ける事で、圏域での取組
をより細かく地域ごとの課題・実情に合わせて実施
することができる
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新潟県

６
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
今年度の取組スケジュール

時期（月） 実施する項目 実施する内容

通年

通年

１０月

１１月

年１～２回

障害者地域生活支援セ
ンター事業

アウトリーチ支援事業

担当者会議

精神障害者支援体制構
築部会

圏域地域移行支援部会

５圏域の障害者地域生活支援センターに事業委託し実施

２医療機関に委託し実施

事業実施状況・課題等を情報共有

アウトリーチ支援事業の評価、圏域ごとの事業実施状況報
告・課題の検討

圏域での協議
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